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貿易モデル（我が国全体の輸出入コンテナ貨物量を予測）※ 

 国際海上コンテナ貨物需要予測の全体フロー 

○対象地域（２３地域・国） 
日本、アメリカ合衆国、カナダ、韓国、台湾、中国、香港、タイ、
シンガポール、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ベトナム、
インド、オーストラリア、ブラジル、メキシコ、英国、仏国、独国、

○社会経済フレーム 
GDP成長率：国土交通省需要予測委員会での設定 
人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」 

FTA等の動向 主要産業の今後の国際分業等の動向 為替 等

貿易 デ （我 国 体 輸出入 テナ貨物量を予測）

○港湾施策の展開 
・国際コンテナ戦略港湾 
               等 

《貿易額予測ブロック》 
①生産品価格予測サブモデル：各国での品目別産業構造、資本・労働等の価格変化を考慮し生産品価格を予測。 
②交易係数予測サブ デ 生産品価格に為替を考慮のうえ輸送 ト 関税を加えた購入品価格を算出し

蘭国、ロシア、その他地域 
FTA等の動向、主要産業の今後の国際分業等の動向、為替 等

②交易係数予測サブモデル：生産品価格に為替を考慮のうえ輸送コスト、関税を加えた購入品価格を算出し、
                   品目別にどの国・地域から調達をおこなうかという交易係数を予測。 
③輸出入額予測サブモデル：各国・地域のGDP成長率をもとづく将来最終需要と、交易係数をもとに、国・地域間 
                   の貿易額を予測。 

《輸出入港湾貨物量算定ブロック》   

対象国・地域間貿易額 

１．重量金額換算率 
２ 価格・数量（トン）換算率

《ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物算
定ﾌﾞﾛｯｸ》 

 
２．価格・数量（トン）換算率

３．コンテナ化率・トン/TEU 
４．空コンテナ比率 

 日本を発着地としな
い東アジアと北米間の
コンテナ貨物流動の日
本での積み替え貨物
の将来値  輸出入ｺﾝﾃﾅ貨物量、ｺﾝﾃﾅ個数推計 

《貨物量の動向に関する分析》 
農水産品・エネルギー等に関する品目 
①関連経済指標との相関 
②近年の動向等トレンド推計 

将来値

背後圏のコンテナ発生集中状況 コンテナ積み取り個数による航路の成立性 海外競合港の整備状況等を勘案しつつ貨

港湾選択モデル（我が国の港湾別のコンテナ貨物量を予測）※ 

 背後圏のコンテナ発生集中状況、コンテナ積み取り個数による航路の成立性、海外競合港の整備状況等を勘案しつつ貨
物の生産消費地間の輸送コスト（陸上コスト、港湾コスト、海上コスト、時間コスト）を国全体として最小化する港湾・ルートを
選択し、港湾別のコンテナ取扱い量を推計 

1 ※国土交通省国土技術政策総合研究所にて開発 



日本のGDP成長率の設定について 

日本のＧＤＰ成長率の設定にあた ては ハイケ スとして設定する新成長戦略

【日本のＧＤＰ設定値概要】

日本のＧＤＰ成長率の設定にあたっては、ハイケースとして設定する新成長戦略
の２０２１年以降のＧＤＰ成長率を勘案する必要がある。 

【日本のＧＤＰ設定値概要】
(新成長戦略の2021年以降は2%/年を想定の場合） 

新成長戦略における2021年以降の
GDP成長率を年率2%で設定した成長率を年率 設定

場合、生産年齢一人当たりＧＤＰで
年率３%近い成長率となり、ＩＭＦ、

国土交通省設定の一人当たりＧＤＰ
成長率の２%弱程度と比べても高い成長率の２%弱程度と比べても高い。 

新成長戦略の2021年以降のＧＤＰ

成長率は２％より低い成長率を設定
することとする。 
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海外のGDP成長率の設定について 

【海 定値概 】

海外のＧＤＰ成長率の設定にあたっては、想定値となる2016年以降のＧＤＰ成長
率を勘案する必要がある。 

国 地域 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年

【海外のＧＤＰ設定値概要】 
（2016年以降はMin｛2000年~15年平均、2015年
IMF設定値｝と想定） 

中国の第12次五か年計画（2011~2015年）概要 

国・地域 2000年 2005年 2009年 2010年 2011年 2015年 2020年 2025年 2030年

中国 8.40 10.40 8.74 10.04 9.91 9.48 9.48 9.48 9.48 

香港 7.95 7.08 -2.66 5.02 4.41 4.21 4.21 4.21 4.21 

韓国 8.80 3.96 0.20 4.51 5.05 4.00 4.00 4.00 4.00 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 5.35 5.69 4.55 6.00 6.20 7.00 5.67 5.67 5.67 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 10.06 7.65 -2.02 5.68 5.29 4.47 4.47 4.47 4.47 

インド 5.69 9.21 5.67 8.78 8.43 8.08 7.49 7.49 7.49 

アメリカ 4 14 3 05 2 44 3 10 2 55 2 39 2 14 2 14 2 14 出典 朝日新聞 平成２３年3月６日アメリカ 4.14 3.05 -2.44 3.10 2.55 2.39 2.14 2.14 2.14 

ドイツ 3.22 0.73 -4.97 1.21 1.75 1.24 1.10 1.10 1.10 

イギリス 3.92 2.17 -4.92 1.34 2.50 2.49 2.01 2.01 2.01 

ロシア 10.05 6.39 -7.90 4.00 3.29 5.01 4.92 4.92 4.92 

出典：朝日新聞 平成２３年3月６日

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 3.31 3.20 1.33 2.96 3.47 3.16 3.16 3.16 3.16 

ブラジル 4.31 3.16 -0.18 5.50 4.10 4.10 3.71 3.71 3.71 

IMF設定 想定値

2016年以降の中国のＧＤＰ成長率は、

中国の政府目標を踏まえ設定するこ
する
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IMF設定 想定値 ととする。



為替の設定について  

為替の設定にあた ては 近年の動向を踏まえて設定する必要がある為替の設定にあたっては、近年の動向を踏まえて設定する必要がある。

直近では80円代/＄前半で推移、今後数年の見通しでは、85円～90円/＄の見通し直近では 円代 ＄前半で推移、今後数年の見通しでは、 円 円 ＄の見通し

（次頁）等を考慮して基本ケースを設定することとする。また、近年の動向を踏まえて
ハイケース、ローケースを設定することとする。 

5年平均

10年平均 
110.0円/US$ 

150 

3年平均 

5年平均

103.8円/US$ 

95.0円/US$ 
130 

140 

2年平均 
95.0円/US$ 

90.9円/US$ 
100

110 

120 

1995/1/17阪神淡路大震災 2011/3/17 17時79 22円

←1995/4/19 79.75円 

90 

80 

100 
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 1995/1/17阪神淡路大震災
↓ 

2011/3/17 17時79.22円 →
6:20には 76.25円を記録 

注）2010年までは月次データ（17時時点月末）、2011年は日次データ（17時時点）をもとに作成。資料）日本銀行統計資料（東京市場 ドル・円 スポット） 
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経済連携の設定について 

他国との経済連携の設定にあたっては 農産品の関税率の撤廃に係る考慮も必要である

我が国に関わる経済連携の動き及び政府における経済連携の試算を踏まえ、経済連携の
ケ スを設定することとする 農産品の関税の設定については 政府機関の試算を踏まえ検

他国との経済連携の設定にあたっては、農産品の関税率の撤廃に係る考慮も必要である。 

【我が国に関わる経済連携の動き】 
基本ケ カ国（背景色黄色）

ケースを設定することとする。農産品の関税の設定については、政府機関の試算を踏まえ検
討することとする。 

【EPAによる効果の試算例（H22.10.27内閣官房資料）】 
 基本ケース・・・１３カ国（背景色黄色） 
 ハイケース・・・・４カ国＋ＥＵ （赤文字の諸国・地域） 

5 
※GTAPモデルを用いて内閣府経済社会総合研究所試算。 



社会経済フレームの設定等に係る検討について 

【検討会名】 
 国際海上コンテナ貨物推計検討会 

【委員】 
 阿部 一知   東京電機大学教授 
 家田 仁     東京大学大学院教授 
 竹林 幹雄   神戸大学大学院教授 
 田阪 幹雄   （株）日通総合研究所 ロジスティクスコンサルティング部長 

【検討事項】【検討事項】
 ○社会経済フレーム（ＧＤＰ、為替、経済連携、産業構造変化）の設定 
 ○全国貨物量のハイケース、ローケースの設定 

○港湾別の貨物量の設定

【スケジュール】 
平成２３年３月２３日 第１回検討会（社会経済フレ ム（案）の設定）

 ○港湾別の貨物量の設定

 平成２３年３月２３日  第１回検討会（社会経済フレーム（案）の設定）
 平成２３年４月 ７日  第２回検討会（社会経済フレームの設定、配分シナリオ（案）の設 
                         定） 

平成２３年５月上旬 第３回検討会（全国のハイケース ローケースの設定及び港湾別の

6 

 平成２３年５月上旬   第３回検討会（全国のハイケース、ローケースの設定及び港湾別の 
                         貨物量の設定） 


